
運輸部門の課題及び対策体系図について 資料４ p1 

現状と課題 

●現状と課題 
・ 2012年度の排出量：983万t（05年度比▲66万t）（電力排出係数の影響除く） 

   →需要側削減目標（運輸部門▲298万ｔ）に対する進捗率は22％にとどまる。 
・ 運輸部門のCO2排出量のうち、自動車からの排出が96％。 
・ 特に、自家用自動車からの排出が全体の65％を占めている。 

削減が進まない主な背景 

 自動車台数の増加  

 2005年→2012年で自動車台数は、6万台増（＋1.6%）。 
 普通・小型乗用車が15万台減（▲6%）の一方、軽乗用車が25万台増（＋45%）。 
 軽乗用車増加の背景として、高齢者の増加や女性の運転免許保有者の増加が考えられる。 
  （軽乗用車ユーザーの6割が女性） 

対策の体系（案） 

 近距離での自動車利用  

 自動車走行距離の増加  

 2005年→2012年で自動車走行距離の合計は、2.5%増（関東運輸局管内）。 
 1台当たりの走行キロも、普通・小型乗用車、軽乗用車ともに増加。 

1台当たりの年間走行キロ（関東運輸局管内）

車種 2005年 2012年 増加率

普通・小型乗用車 8,234 8,400 2.0%

軽乗用車 7,085 7,099 0.2%

 自動車の走行距離のうち、5km未満の近距離利用
が全体の4割以上。 
 近距離利用のうちの一定程度は、自転車等他の交
通手段に転換できる可能性あり。 

（出典：国土交通省「自動車から自転車への 
利用転換可能性に関する基礎分析」（H23.11）） 
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車種別自動車台数の推移 

運輸部門の 
排出量 
削減 

1台当たりの 
排出量を 
減らす 

（燃費の改善） 

自動車単体 
対策 

・次世代自動車 
・燃費向上 

効率的な運転 
・エコドライブ等 

交通円滑化対策 
（うまく流す） 

ネットワーク 
機能の向上 

・環状道路等の整備 
・高速道路の有効活用 
・ITSの推進 等 

ボトルネックの 
解消 

・交差点の改良 
・踏切の改良（連続立
体交差化等）等 

道路の使い方の 
工夫 

・路上駐車の適正化 
・路上工事の適正化 
 等 

交通量を 
減らす 
（需要 

コントロール） 

公共交通との 
連携 

・交通結節点の整備 
・バス交通再生支援 
 等 

相乗り促進、 
積載効率の 
向上等 

不要・不急の 
自動車利用の 

自粛 
（自転車への 
利用転換等） 
・自転車道・駐輪場
の整備 等 
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ＥＶ・ＰＨＶの普及に向けて 

●目標 
 
 
 
 
 
●主な取組内容 
 ①初期需要の創出 
  ・ 県、市町村公用車への率先導入（H26.3末現在：144台） 
  ・ ＥＶ・ＰＨＶ購入補助（県及び８市） 
  ・ 実証実験による検証 
     県職員による通勤利用、事業者による営業車利用（県） 
     子育て中の母親等による生活向上実験（さいたま市） 
     「籠原駅パーク＆ライド実証」（熊谷市） 
     秩父レールアンドＥＶ・ＰＨＶライド実証（秩父市） 
 ②充電インフラの整備 
  ・ ３県（埼玉・群馬・新潟）連携による国道１７号への急速充電設備の設置 
    【埼玉：38基、群馬：17基、新潟：14基】 （ H26.3末現在） 
  ・ 次世代自動車充電インフラ整備ビジョンに基づく急速充電設備の設置 
    【県、市町村の公共施設：32基予定】 （H26.3末現在） 
    【民間施設：143基予定】（H26.3末現在） 
 ③普及啓発 
  ・ 集客施設や祭り等で普及啓発イベントの実施 
  ・ ３県（埼玉・群馬・新潟）連携による共通急速充電器ステッカー作成 
  ・ ＥＶ・ＰＨＶ普及にむけての県民アンケートの実施（H23年度～H25年度） 
●取組成果 
 
 
 
 
 
 

 
 ・ 国の定める「低炭素社会づくり行動計画（平成２０年７月２９日閣議決定）」 
  の取組方針に「ＥＶ・ＰＨＶタウン構想」を位置付け 
 ・ 「ＥＶ・ＰＨＶタウン構想」は、モデル地域を選定し、自治体、地域企業等とも 
  連携してＥＶ・ＰＨＶの導入、環境整備を集中的に行い、普及モデルの確立を図 
  り全国展開を目指す 
 ・ 平成２２年１２月にＥＶ・ＰＨＶタウンに選定 

背 景 

ＥＶ・ＰＨＶタウン推進アクションプラン（2011年度～2013年度） 

短期（2013年度まで） 中期（2020年度まで） 

ＥＶ・ＰＨＶ普及台数 ３，０００台 ２００，０００台 

充電インフラ整備（急速充電器） ４０基 １００基 

短期（2013年度まで） 

ＥＶ・ＰＨＶ普及台数 ３，８７９台 

充電インフラ整備（急速充電器） １３３基 

(仮称)新ＥＶ・ＰＨＶタウン推進アクションプラン（2014年度～2020年度） 

●新たな目標を設定 
●「本格普及」に向けた施策の実施 

 
  県内で一定台数（３０台）以上の自動車を使用する事業者に対し、自動車から排出

されるＣＯ２を抑制するための計画の作成等を義務付けている。 
 (1)自動車地球温暖化対策計画の作成 
 (2)自動車地球温暖化対策実施状況報告書の提出（毎年） 
 (3)エコドライブ推進者の選任 
 (4)低燃費車の導入義務 （２００台以上自動車を所有する事業者のみ）     

 
  一定条件を満たす事業者に対し、事業活動において使用する自動車から排出される

ＣＯ２を抑制するための実施方針の作成等を義務付けている。 
 (1)大規模荷主  
 (2)大規模集客施設 
 (3)マイカー通勤者が多い事業所 

 
  県のエコドライブ講習等の修了者にアドバイザー証を交付し、事業活動における 
 エコドライブの普及推進を行ってもらう。   
 
  
 
 
 
 
  事業活動における近距離移動を自動車から自転車に切り替えるモデルケースとして

埼玉りそな銀行と共同で電動アシスト自転車のシェアリングを実施している。 
  
 
 

 対象事業者      ６６１ 事業者、対象車両数 約７万６千台 
 （ うち２００台以上     ６８事業者、対象車両数 約３万６千台 ）     

 第2期対象事業者 (1)大規模荷主    １２１事業者（１６１事業所） 
 （H24～H26)      (2)大規模集客施設  ７５事業者（１６０事業所） 
              (3)マイカー通勤    ９９事業者（１１２事業所）  

 エコドライブ講習会開催実績（H25年度） ２３回 
 エコドライブアドバイザー認定数（H23～H25) ４，７６８人 

 H22～H25実績   利用登録者    １，２６８人 
        延べ走行距離   ５４，３４７ｋｍ 
        ＣＯ２削減効果      約９．０トン 

 今後の予定 
１ 低燃費車導入義務の見直し 
２ 第３期自動車地球温暖化実施方針の実施 
３ エコドライブアドバイザーの活動支援 
４ 自転車シェアリング事業の継続 

自動車地球温暖化対策 

１ 自動車地球温暖化対策計画制度 

２ 自動車地球温暖化実施方針制度 

３ エコドライブの推進（エコドライブアドバイザー制度）  

４ 自動車から自転車利用への転換 



対策の方向性 対策アイデア 

公共交通機関の利用促進（利便性向
上） 

 バスの定時性確保の取組 
 バスロケーションシステムの推進 
 ショッピングモールなどでの公共交通機関利用者への優遇措置 

トラックの積載効率向上  コンテナラウンドユースの推進 

運転免許自主返納の支援  運転免許証に代わる公的身分証明書の発行制度や優遇制度の更なる普及 
 デマンド交通の整備 

運輸部門の対策アイデア 

対策の方向性 対策アイデア 

エコドライブの推進  免許取得・更新時におけるエコドライブ講習の実施 
 事業者に対するエコドライブ講習の強化 

低燃費車導入義務の割合の見直し  埼玉県地球温暖化対策推進条例に基づく低燃費車導入義務の割合の見直し 

ＥＶ・ＰＨＶなど次世代自動車の普及促
進 

 充電インフラの整備促進 
 次世代自動車利用者への優遇措置（駐車料金割引等）の適用 
 市町村等が運行するコミュニティバスへのＥＶ・ＰＨＶバスの導入支援 
 主要駅へのＥＶタクシー乗り場設置検討 

資料４ p3 

 自動車台数の増加への対応  

 自動車走行距離の増加への対応  

 近距離での自動車利用への対応  

対策の方向性 対策アイデア 

自転車活用社会への転換促進  自転車道・駐輪場の整備 
 自転車利用者への優遇措置（通勤手当、ショッピングモールでの割引等） 
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